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総量規制、改善命令など

自主的取組みと排出基準のベス
トミックス、改善命令など

構造、使用、管理に関する基準
の遵守命令

敷地境界線基準、改善命令など

作業基準、事前の届け出など

自主的取組み(PRTR など)、抑
制基準、警告など

自動車排出ガス 許容限度など
自動車

水銀
排出基準、改善勧告･命令など水銀排出施設

要排出抑制施設 自主的取組、実施状況公表など
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日本での発生源での大気規制
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○ VOCは、塗料、接着剤、インキ等に溶剤として使用され、大気中で光化学反応に
より光化学オキシダントや粒子状物質を生成させる。

○2003年の大気汚染防止法改正により法規制と自主的取組の適切な組み合わせに
よるVOC排出抑制対策を実施。

○ 2006年４月、法規制と自主的取組により2010年までに2000年度のＶＯＣ排出量
（固定発生源のみ）の３割削減を目標と提言された。

→排出抑制対策の取組の結果、44％削減

○ 「今後の揮発性有機化合物（VOC）の排出抑制対策の在り方について」（2012年）
・VOC排出抑制制度等により高濃度域の光化学オキシダントが改善している可能

性が示唆
・一方で、光化学オキシダントや微小粒子状物質（ＰＭ２．５）の環境基準達成率は

著しく低く、現象解明も十分ではない。
今後は、VOCのみならず、光化学オキシダントやＰＭ２．５を含めて総合的な検討
を行う専門委員会を新たに立ち上げ、今後必要な対策の検討等について幅広い
議論を行うことが適当。

揮発性有機化合物（VOC）対策

日本でのVOC対策
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日本の大気VOC(NMHC)の濃度変化

出典：環境省HP「平成26年度大気汚染状況について」より作成

2014年度

一般局：334局
自排局：154局
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○ 1996年の大気汚染防止法改正により対策が制度化

・有害大気汚染物質とは、低濃度であっても長期的な摂取により健康影響が生ずる
おそれのある物質

・1996年10月の中央環境審議会答申により、「有害大気汚染物質に該当する可能
性がある物質」として234物質（群）のリストを作成。また、この中から健康リスクが
ある程度高いと考えられる物質を「優先取組物質」として22物質（群）のリストを作
成。

・早急に排出を抑制すべき物質として、ベンゼン、トリクロロエチレン及びテトラクロロ
エチレンを指定物質に指定し、抑制基準を設定。

○ 2010年10月の中央環境審議会第９次答申により、物質リストについて、最新の知
見に基づいて見直し
・有害大気汚染物質に該当する可能性のある物質：234→248物質（群）
・優先取組物質：22→23物質（群）

○ 優先取組物質のうち、ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン及びジクロ
ロメタンについて環境基準を設定、アクリロニトリル等９物質について指針値を設定。

有害大気汚染物質対策

有害大気汚染物質対策として



Japan Environmental Technology Association 公益社団法人 日本環境技術協会
 

7

環境基本法第16条
政府は、大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件につ

いて、それぞれ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持することが望ま
しい基準を定めるものとする。政府は大気や水質等をどの程度に保つことを行政上の目
標としていくのかという「環境基準」を定め、その達成に向けて各種の施策を実施。

物 質 環境上の条件

二酸化硫黄（SO2） １時間値の１日平均値が0.04 ppm以下、かつ、１時間値が0.1 ppm以下

一酸化炭素（CO） １時間値の１日平均値が10 ppm 以下、かつ、１時間値の８時間平均値が20 ppm以下

浮遊粒子状物質（SPM） １時間値の１日平均値が0.10 mg/m3以下、かつ、１時間値が0.20 mg/m3以下

二酸化窒素（NO2） １時間値の１日平均値が0.04 ppmから0.06 ppmまでのゾーン内又はそれ以下

光化学オキシダント（Ox） １時間値が0.06ppm以下

微小粒子状物質(PM2.5) １年平均値が15 µg/m3以下、かつ、１日平均値が35μg/m3以下

ベンゼン １年平均値が0.003 mg/m3以下

トリクロロエチレン １年平均値が0.2 mg/m3以下

テトラクロロエチレン １年平均値が0.2 mg/m3以下

ジクロロメタン １年平均値が0.15 mg/m3以下

ダイオキシン類 1年平均値が0.6pg-TEQ/m3以下

《大気汚染に係る環境基準》

日本での大気環境基準

Japan Environmental Technology Association 公益社団法人 日本環境技術協会
 

8

（１）環境基準が設定されている物質（４物質）（2014年度）

○環境基準が設定されている４物質すべてがすべての地点で環境基準を達成。

物質 ベンゼン トリクロロエチレン

地点属性 地点数
超過

地点数
全地点平均値
（年平均値）

環境基準 地点数
超過

地点数
全地点平均値
（年平均値）

環境基準
(年平均値)

一般環境 222[219] 0 [0] 0.9 [0.95] µg/㎥

3 µg/㎥
以下

258[220] 0 [0] 0.4 [0.45] µg/㎥

200 µg/㎥
以下

固定発生源 77 [89] 0 [1] 1.2 [1.2] µg/㎥ 46[78] 0 [0] 1.1 [0.75] µg/㎥

沿道 96[108] 0 [0] 1.1 [1.3] µg/㎥ 59[71] 0 [0] 0.3 [0.55] µg/㎥

沿道かつ固定発
生源

9 [-] 0[-] 1.3 [-] µg/㎥ 1[-] 0 [-] 0.5 [-] µg/㎥

物質 テトラクロロエチレン ジクロロメタン

地点属性 地点数
超過

地点数
全地点平均値
（年平均値）

環境基準 地点数
超過

地点数
全地点平均値
（年平均値）

環境基準
(年平均値)

一般環境 259[220] 0 [0] 0.2 [0.14] µg/㎥

200 µg/㎥
以下

242[213] 0 [0] 1.4 [1.5] µg/㎥

150 µg/㎥
以下

固定発生源 46[81] 0 [0] 0.2 [0.16] µg/㎥ 63[82] 0 [0] 2.1 [1.8] µg/㎥

沿道 60[71] 0 [0] 0.1 [0.16] µg/㎥ 57[70] 0 [0] 1.3 [1.9] µg/㎥

沿道かつ固定発
生源

1[-] 0[-] 0.1 [-] µg/㎥ 4[-] 0 [-] 1.3 [-] µg/㎥

大気環境基準の達成状況（有害大気汚染物質１）
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（２）環境中の有害大気汚染物質による健康リスクの低減を図るための指針となる数値

（指針値）が設定されている物質（９物質）（2014年度）

○ 1,2‐ジクロロエタンは２地点、ヒ素及び
その化合物は４地点で指針値を超過。

○ その他の６物質はすべての地点で指
針値を達成。

物質 水銀及びその化合物 （指針値：40 ngHg/㎥以下） ニッケル化合物 （指針値：25 ngNi/㎥以下）

地点属性 地点数 超過地点数 全地点平均値 地点数 超過地点数 全地点平均値

一般環境 204 [174] 0 [0] 2.0 [2.0] ngHg/㎥ 207 [181] 0 [0] 3.5 [3.6] ngNi/㎥

固定発生源 24 [52] 0 [0] 2.0 [2.1] ngHg/㎥ 39 [60] 1 [1] 7.9 [6.5] ngNi/㎥

沿道 32 [35] 0 [0] 1.8 [2.1] ngHg/㎥ 33 [35] 0 [0] 3.5 [4.8] ngNi/㎥

沿道かつ固定発生源 0[-] 0 [-] - [-] ngHg/㎥ 1 [-] 0 [-] 15.0 [-] ngNi/㎥

物質 ヒ素及びその化合物 （指針値：6 ngAs/㎥以下） 1,3-ブタジエン （指針値：2.5 µg/㎥以下）

地点属性 地点数 超過地点数 全地点平均値 地点数 超過地点数 全地点平均値

一般環境 213 [179] 1 [1] 1.2 [1.3] ngAs/㎥ 233 [203] 0 [0] 0.1 [0.089] µg/㎥

固定発生源 34 [58] 5 [3] 4.8 [3.0] ngAs/㎥ 45 [71] 0 [0] 0.2 [0.15] µg/㎥

沿道 34 [36] 0 [0] 1.1 [1.3] ngAs/㎥ 103 [101] 0 [0] 0.1 [0.16] µg/㎥

沿道かつ固定発生源 0[-] 0 [-] - [-] ngAs/㎥ 2 [-] 0 [-] 0.3 [-] µg/㎥

物質 マンガン及びその化合物 （指針値：140 ngMn/㎥以下）

地点属性 地点数 超過地点数 全地点平均値

一般環境 184 [169] 0 [0] 20.8 [20] ngMn/㎥

固定発生源 55 [59] 0 [1] 34.6 [36] ngMn/㎥

沿道 29 [32] 0 [1] 22.8 [33] ngMn/㎥

沿道かつ固定発生源 1 [-] 0 [-] 48.0 [-] ngMn/㎥

物質 アクリロニトリル （指針値：2 µg/㎥以下） 塩化ビニルモノマー （指針値：10 µg/㎥以下）

地点属性 地点数 超過地点数 全地点平均値 地点数 超過地点数 全地点平均値

一般環境 241 [203] 0 [0] 0.1 [0.064] µg/㎥ 241 [205] 0 [0] 0.0 [0.027] µg/㎥

固定発生源 47[76] 0 [0] 0.2 [0.11] µg/㎥ 47 [76] 0 [0] 0.1 [0.054] µg/㎥

沿道 54[61] 0 [0] 0.1 [0.076] µg/㎥ 55 [64] 0 [0] 0.0 [0.022] µg/㎥

沿道かつ固定発生源 1[-] 0 [-] 0.3 [-] µg/㎥ 0 [-] 0 [-] [-] [-] µg/㎥

物質 クロロホルム （指針値：18 µg/㎥以下） 1,2-ジクロロエタン （指針値：1.6 µg/㎥以下）

地点属性 地点数 超過地点数 全地点平均値 地点数 超過地点数 全地点平均値

一般環境 238 [205] 0 [0] 0.2 [0.18] µg/㎥ 239 [206] 0 [0] 0.2 [0.16] µg/㎥

固定発生源 53 [78] 0 [0] 0.3 [0.28] µg/㎥ 55 [75] 2 [0] 0.5 [0.21] µg/㎥

沿道 53 [65] 0 [0] 0.2 [0.20] µg/㎥ 57 [65] 0 [0] 0.1 [0.15] µg/㎥

沿道かつ固定発生源 3[-] 0 [-] 0.2 [-] µg/㎥ 0 [-] 0 [-] - [-] µg/㎥

大気環境基準の達成状況（有害大気汚染物質２）
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国 大気環境計測 発生源対策

日本 NMHCをモニタリング
有害物質として別途指定

排ガスをバックに採取して計測

米国 NMHCをモニタリング
有害物質として別途指定

・VOC総量を規制
New Source Performance Standard
Best Available Control Technology
Lowest Achievable Emission Rate

・トルエン、キシレンなどの個別成分を対象
Lowest  Achievable Emission Rate
Maximum Achievable Control Technology
Generally Available Control Technology 

EU NMHCをモニタリング HOT-FIDによるVOC管理
スイスでのVOC税、各国の独自規制

日本だけでなく、世界各国でVOC規制が実施
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・先進国では概ね排出量は減少傾向
将来的には東アジア、南アジアでの
VOC排出量拡大が予想される。

・ VOC排出規制は2000年代前半か
ら先進国中心に整備。 VOCの
有害性に着目した規制の他、
光化学スモッグの原因となるオゾン
前駆物質としての規制が多い。

・ VOCに対する規制内容は大気へ
の排出を制限する大気汚染関連規
制のほか、製品への含有率等を制
限する化学物質規制、労働安全の
観点からの規制等がある。
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大気中の臭気、微粒物質の形成

植物

ＳＰＭ

臭気（Ｏ3） PM2.5

VOCs (Solvent 
substances)

窒素化合物

（NO2 or NO）

硫酸化合物
（ＳＯ２）

二次粒子

自然起源

紫外線

太陽

二次粒子

人的由来
光化学オキシダント生成の要因物質：炭化水素と窒素酸化物の混合系に、
太陽光（紫外線）が照射された場合、光化学オキシダントを生成
二次生成粒子の要因物質：炭化水素等に太陽光が照射された場合、
光化学反応によりエアロゾル生成
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固定発生源でのVOC計測

印刷工場

VOC発生源

自動車塗装工場

VOC除去装置

VOCｓ

太陽

Oxidants
(O3)

SPM
PM2.5計測

場所

計測
場所

VOC計測装置

１０
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VOC計測技術と特徴

目的 計測法 市場価格 特徴

どんなVOCが
あるかを知りたい

・GC-MS
・FTIR

500万円～ 個別成分を特定する
ことが可能

VOCを連続で
計測したい

・FID
・NDIR
・GC-PID

150万～300万円 連続計測に最適

日本での公定法とし
て採用

簡易に計測した
い

・PID
・半導体センサ
・接触燃焼式
・高分子薄膜

干渉増幅反射法

30～100万円
30～300万円
75万円～
75万円～

成分により感度が異
なるが、

簡易測定用として最
適

固定発生源 大気環境

TVOCで計測 TVOC、NMHC
で計測

日本での計測事例 中国
固定発生源
大気環境

NMHCで計測

NMHC =TVOC-メタン
メタン分離のために
①GC ②選択燃焼

(連続測定可）
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非メタン炭化水素

非メタン炭化水素（NMHC）
メタン以外の炭化水素の総称です。
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NMHC測定原理

分離カラム

分離カラム

選択燃焼管

直接法 差量法

クロマトグラフィーで分離するこ
とにより、CH4、NMHCをそれぞ
れ直接測定

CH4以外のTHCを燃焼させる選択
燃焼管を、通気する場合としない
場合でCH4とTHCを測定し、その
差からNMHCを間接的に測定。

THC－CH4 = NMHC

選択燃焼管
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化合物

1 メタン

2
クロロジフルオロメタン
(HCFC-22)

3
2-クロロ-1,1,1,2-テトラフルオロエタン
(HCFC-124)

4
1,1-ジクロロ-1-フルオロエタン
(HCFC-141b)

5
1-クロロ-1,1-ジフルオロエタン
(HCFC-142b)

6
3,3-ジクロロ-1,1,1,2,2-ペンタフルオロプロパン
(HCFC-225ca)

7
1,3-ジクロロ-1,1,2,2,3-ペンタフルオロプロパン
(HCFC-225cb)

8
1,1,1,2,3,4,4,5,5,5-デカフルオロペンタン
(HFC-43-10mee)

日本での排出抑制の対象から除外される物質

以下の８物質は別途測定し、
VOCの測定値より差し引くことになっている。
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 固定発生源のVOC測定器に関する調査業務 （2003年～2005年）

● 目的 固定排出源から排出されるVOCを一括測定する方法の確立。

● 内容 FID法の精度評価及び酸化触媒NDIR方式の検討

● 成果 ① VOC測定の公定法確立。

② JIS B7989（排ガス中の揮発性有機化合物の自動計測器による測定方

法）発行、２００８年。（検証結果及びデータの活用）

③ ISO 13399：2012（酸化触媒NDIR方式）発行。日本提案としてISO化。

VOC計測における技術対応（JETA)

6社10製品
評価
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20

VOC濃度表現：相対感度

相対感度 ：C3H8を基準（1.00）としたppmC換算表示

燃料ガス（種類と流量）、試料ガス（流量）助燃空気（流量）

ノズル、検出器の構造により相対感度は変化する
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VOC連続計測装置における感度
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VOCの測定方法 環境省告示第６１号

① 直接測定：捕集バッグ中のガスを直接測定器に導入し、測定する方法。
② 希釈測定：捕集バッグからシリンジでサンプルの一部を採取し，

高純度空気の入った捕集バッグに注入して行う測定方法

b. 試料採取方法

試料採取管，フィルター，導管(内径4～25mm程度)，ドレンポット(水分除去用冷却除湿器。必要に応じて使用)，
吸引用気密容器，流量調節バルブ(0.5～５L/minの流量制御)，吸引ポンプ，流量計(0.5～5L/min)
捕集バッグ(20L以上。ふっ素樹脂フィルム製若しくはポリエステル樹脂フィルム製。再使用不可)

ａ． 測定方法： 排ガスをバッグに採集し測定する。
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VOCの濃度は全炭素濃度（TVOC) ppmCとして測定。
つまりプロパン１ppmはTVOCでは３ppmCとなる。

VOCの濃度表現 (ppmC)

VOCの濃度測定のための分析計

分析計 ①触媒酸化-非分散型赤外線分析計
（NDIR)*)

②水素炎イオン化型分析計 （FID)

測定原理 加熱した触媒でVOCをCO2に酸化し、

その濃度を赤外線の吸収強度から測定
する分析計

水素炎に試料をいれた時に生じるイ
オン電流を測定する分析計

短所 塩素系のVOCガスを使用した場合、触

媒の活性が落ちるものもある。燃焼排ガ
スは測定不可

VOCの種類によって感度が異なる。
酸素含有VOCは感度が低い、塩素系

は高い。水素ガスを用いるため、安全
性に注意が必要

長所 感度はVOCの種類に寄らず一定 90%
以上

燃焼ガスでも測定可能

＊）ＩＳＯ 13199:2012  Stationary source emissions — Determination of total volatile organic compounds (TVOCs) in 
waste gases from non-combustion processes — Non-dispersive infrared analyzer equipped with catalytic 
converter 日本の方式をISO化した。

Japan Environmental Technology Association 公益社団法人 日本環境技術協会
 

計測機器に対する要求事項（環境省告示１）

測定範囲：10～5000volppmC
レンジ： 500/1000/2000volppmC

項目 作動性能の基準値

ゼロドリフト 最大目盛値の±1%以内/8時間

スパンドリフト 最大目盛値の±1%以内/8時間

繰返し性 最大目盛値の±1%以内

指示誤差 最大目盛値の±1%以内

90%応答時間 60秒以下

感度
トルエンに対して 90～105%，酢酸エチルに
対して 70%以上， トリクロロエチレンに対して
95～110%

酸素干渉 できるだけ少ないこと

最小検出限界
最大目盛値の1%以下

FID計測器の性能基準

図１FID 測定原理

規定の試験を行い以下の基準が満たされている装置を
使用することとなっている。
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項目 作動性能の基準値

ゼロドリフト 最大目盛値の±2%以内/24時間

スパンドリフト 最大目盛値の±2%以内/24時間

繰返し性 最大目盛値の±2%以内

指示誤差 最大目盛値の±2%以内

90%応答時間 120秒以下

感度

トルエン，酢酸エチル，メチルエチ
ルケトン，2-プロパノール， ジクロ

ロメタン及びクロロベンゼンに対し
て 90%以上

無機体炭素の
影響

最大目盛値の±6%以内

検出下限値 最大目盛値の1%以下

図２ 比較ガス流通方式の
NDIR原理

使用条件：排ガス中のCO2

濃度が高いと誤差になるの
で、燃焼排ガスは適用外と
する。

計測機器に対する要求事項（環境省告示2）

NDIR計測器の性能基準
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環境省告示法以外のVOC計測装置

各種原理のVOCガスセンサが販売されている。
例）
･高分子薄膜センサ

高分子薄膜の膨潤に基づく干渉増幅反射法（IER 法）
･酸化物半導体式ガスセンサ

貴金属等が添加された金属酸化物を感ガス材料に使用
し、所定の温度に加熱すると VOC ガスと反応し、電気
抵抗値が急激に減少する性質を利用

環境省が、環境装置実証事業で性能を評価している。
環境省の指定機関が、ＶＯＣ簡易測定器の性能評価試験を行い、環境省のHPで実証を
行った装置が公開されている。http://www.env.go.jp/policy/etv/field/f07/p3.html

1. 成分別のＶＯＣを測定する装置

･フーリエ変換赤外分光法 （ＦＴＩＲ）
･ガスクロマトグラフ質量分析計 （ＧＣ－ＭＳ）

2. 簡易計測法
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日本環境省での計測装置まとめ（2007年）

公定法 簡易測定法
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日本での固定発生源での事例

TVOC計測装置 (FID法）

TVOC計測装置 (NDIR法）

TOADKK

TOADKK

島津

島津

アナテックヤナコ 堀場

堀場
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東亜ディーケーケー株式会社
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VOC分析システムに関わる技術及び販売提携締結

「重庆川仪自动化股份有限公
司」

北京牡丹聯友環保科技
股份有限公司
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島津製作所 VOC-3000F

島津GC技術と島津オンライン技術を融合！

■島津品質の優れた安定性

■自己診断機能による安全性

■使いやすい操作性

キャリアアガス制御に電子式フローコントローラ（APC）を採用
オーブン温度制御が正確・安定のため高い再現性を実現
ダイナミックレンジが広い高感度なFID検出器を採用

水素炎消炎時に水素ガス供給をカットするフィードバック機能で安全性を確保
各種センター異常の検知などの自己診断機能と警報出力を搭載

最新データや装置状態を一目で把握でき直感的な操作を実現！

上海市据付現場

上海環保認証取得(2016.9.7)
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VOC環境監視計測装置

非防爆エリア

防爆エリア

測定原理 FID法（水素炎イオン化型分析計）

測定対象
メタン（CH4）
非メタン（NMHC）
全炭化水素（THC）

測定レンジ 0-1/0-10 ppm-1000ppm
(計測濃度に応じて変更可)

応答時間 <30秒 (T90)

精度/再現性 +/-1%FS

校正方式 手動校正、自動構成

測定温度 120℃

特徴

 自動点火機能
 気体（空気、水素、ボンベ）

流量自動調整；
 気体（空気、水素、ボンベ）

自動遮断機能；
動作電源 220VAC/50HZ

使用環境 45℃，80%湿度

アナログ出力 4CH

デジタル出力 14CH

通信インター
フェイス RS232，イーサーネット

ソフトツール 制御用ソフトウエアの提供可

VOC8000
GC8000

中国の10箇所で実績あり

2017年5月1日中国で販売開始
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アナテックヤナコ
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非メタン計
選択燃焼触媒式ＦＩＤを採用。
上海での実績あり。

加熱型トータルＶＯＣモニタ
重慶市の液晶パネル製造工場
で実績あり。
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HORIBA

上海ペットボトル工場

上海に30台販売実績
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日本でのVOC計測の事例(大気環境）

モニタリング局内でのTHC計測
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Thank you very much

日本環境技術協会（JETA）

環境測定技術で地球環境保全に貢献します


